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１．はじめに 
令和 5 年 10 月 1 日からインボイス制度が開始されました。 

インボイス制度開始後は、消費税の申告計算について従来
から存在する割戻し計算方式による計算のほか、積上げ計
算方式が新たに選択可能とされ、また、仕入税額の積上げ
計算においても、「請求書等積上げ計算方式」と「帳簿積上
げ計算方式」のいずれかを選択する必要があるなど、実務
上、様々な留意すべき点が存在します。 

２．割戻し計算方式による消費税申告計算 
納付すべき消費税額は、課税期間中の売上税額から仕入税
額を控除することにより算出されます。 

従来の割戻し計算方式では、税率ごとに区分した課税期間
中における課税売上及び課税仕入の税込合計額に 110 分の
10 又は 108 分の 8 を乗じて算出します。 

３．積上げ計算方式による消費税申告計算 
インボイス制度開始に伴い、従来の割戻し計算方式に加え、
新たに積上げ計算方式が導入されました。 

課税期間中における売上税額から仕入税額を控除すること
により、納付すべき消費税額を算出する点については割戻
し計算方式と変わりませんが、積上げ計算方式の場合、売
上税額は取引の相手方に交付した適格請求書等に記載した
消費税額等の合計額とされ、仕入税額は交付を受けた適格
請求書等に記載された消費税額の合計額を基に算出するこ
とになります。 

４．割戻し計算方式と積上げ計算方式の有利不
利について 

売上税額の算出について割戻し計算方式による場合、課税
期間中における課税売上の税込合計額に 110 分の 10 又は
108 分の 8 を乗じて売上税額を算出します。 

一方、積上げ計算方式の場合、売上税額はインボイスに記
載された消費税額を積上げることにより売上税額を算出す
ることになりますが、そのインボイスに記載された消費税
額は、各インボイス上で円未満の端数を四捨五入、あるい
は切捨てされた金額になります。 

つまり、割戻し計算方式は課税期間中の課税売上の税込合
計額を基に消費税額が算出されるのに対し、積上げ計算方
式はインボイス発行の都度円未満の消費税が切捨てられる
ため、積上げ計算方式の方が納付すべき消費税額が少なく

（又は還付税額が多く）なります。 

特に、小売業など取引件数の多い事業者においては、割戻
し計算方式と積上げ計算方式の差は大きくなります。 

５．計算方法の選択に関する留意点 
売上税額の算出において積上げ計算方式を選択する場合、
仕入税額の算出においても必ず積上げ計算方式を採用しな
ければならず、仕入税額の算出において割戻し計算方式を
選択することはできません。 

一方、売上税額の算出において割戻し計算方式を選択する
場合は、仕入税額の算出において割戻し計算方式と積上げ
計算方式のいずれも選択することができます。また、売上
税額の算出については積上げ計算方式と割戻し計算方式の
併用も認められます。 

６．仕入税額計算における積上げ計算の方法 
仕入税額の計算における積上げ計算方式は「請求書等積上
げ計算方式」と「帳簿積上げ計算方式」が存在します。 

請求書等積上げ計算方式は、交付された適格請求書などの
請求書等に記載された消費税額の合計額を仕入税額とする
方法です。 

一方、帳簿積上げ計算方式は、課税仕入れの都度、課税仕入
れに係る支払対価の額に 110 分の 10 又は 108 分の８を乗
じて算出した金額を仮払消費税額等などとして帳簿に記載
している場合は、その金額の合計額を仕入税額とする方法
です。 

帳簿積上げ計算方式により仮払消費税額等を計算した結果、
インボイスに記載された消費税額とズレが生じたとしても
問題はなく、この方法によれば比較的事務負担も少なくて
済みます。 

なお、仕入税額の算出に当たり、請求書等積上げ計算方式
と帳簿積上げ計算方式を併用することは認められますが、
これらの方法と割戻し計算方式を併用することは認められ
ません。 

また、帳簿積上げ方式は仕入税額の算出のみに認められて
いる方法であり、売上税額の算出について適用することは
できませんので、ご留意ください。 

７．おわりに 
今後は消費税の計算方式について検討したうえで会計ソフ
トに入力していく必要があり、また、それ以外にも、取引先
が適格請求書発行事業者として適切に登録された事業者で
あるかを確認する必要があるなど、インボイス制度開始後
は様々な留意点が存在し、事務負担も重くなります。 

決算間際になって慌てることの無いよう、事前に検討を済
ませ、体制を整えておくことが肝要です。 


